

























































立場から後見制度の利用を勧める報告(奥野 2001:柴田 2002) もなされてきた D し
かしながら、厚生労働省は、「後見制度の十分な活用、普及が図られるまでの聞は、利
用者の意思をふまえることを前提に、本人が信頼する者が本人に代わって契約を行う











ところが、第 162回国会 (2005年 4月)において、高齢者及び障害者の自己決定の




























遺児であり、障害者自立支援法施行 (2006年 10月 1日)以降も措置継続となること
が児童相談所により決定されていた o







2006年 4月から 2006年 10月まで、重症児(者)の家族の集団申立てを支援するた
めに、病院が関係諸機関とどのような連携を図ってきたのかについて、その経過を整

















































































2006年 9月 19日から 9月 25日に行われたo その時点で第 3班の 22名は後見人に選
任されていなかったが、後見人候補者として契約が締結された o














Table2・1 2006年 10月 1日時点における施設サービス利用形態の内訳
入所者の年齢内訳
来成年 i 成年家族が選択した施設サービス利用の形態
a):措置継続の群 人※ 1: 4人※2
b):後見人と契約の群 | j65人
b)・①円滑に後見人が選任された群 (50人)



















30歳代が 1名、 40歳代が 5名、 50歳代が 14名、 60歳代が 16名、 70歳代が 10名、
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申立ての経過の内容により、さらに、 b)ー ①円滑に後見人が選任された群、 b)・②申立て












齢の親が 33名含まれていた (Table2・2)。特に、 b)ー ①円滑に後見人が選任された群に
おいて、後見人に選任された 60歳以上の高齢の親は 25名であり、その内訳は、 60歳
代が 13名、 70歳代が 9名、 80歳以上が 3名であったo そのなかには、養護老人ホー
ムに入所中の 82歳の母親が後見人に選任されている事例もあった。重症児(者)とそ
の保護者の高齢化については、八島・菊池・郷右近・室田・野口・平野
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も必要となる o というのは、重度・重複障害児が養護学校等を卒業して 2年後に成年
を迎えた場合、後見制度の活用が必須となるからである o 彼らが成年を迎えると同時
に、サービス利用契約を保護者から後見人に速やかに移行し、必要なサービスを間断
なく利用できるようにするためにも、今後、学校教育現場においては、後見制度の活
用や後見人の職務内容について、誰よりもまず教師自身が理解を深める必要がある o
その上で、家族に対するこれらの啓発活動が、十分な配感のもとに行われる必要があ
るo
以上述べてきたように、施設が関係諸機関と連携を図ることにより、重症児(者)
の家族の集団申立てを支援することが可能であることが示唆された。また、重度・重
複障害児の保護者に対し、卒業後の進路を見据えた後見制度の活用に関する啓発活動
を学校在籍中から行う必要があることや、重症児(者)の家族の高齢化に伴い、複数
後見の適用をも視野に入れた支援が必要であることが示唆された。このように、重症
児(者)の生涯を見渡した支援を行うには、彼らの権利を擁護する後見制度の活用が
必要であり、そのためには教育や福祉、医療などの連携が必須である o ただし、現時
点において関係諸機関が有機的に連携しているとは言い難く、自立支援法や特別支援
教育のもとに、こうしたシステムの速やかな構築を行うことが今後の課題である o
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